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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

本研究は日本的経営のひとつの特徴といわれる「経営者内部昇進制」についての研究

である。経営者、特に上場している株式会社の経営者について、その属性を明らかにし、

「経営者内部昇進制」が日本において顕著であるか否かを確認するとともに、アメリカ

との比較検証を行う。また、経営者企業、及び、所有者企業という視点から対象とする

株式会社を分類し、特に経営者企業をとりあげ、経営者企業の経営者の属性を実証的に

検証する。  
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

日 本 の 経 営 者 に つ いて の 二 つ の 実 証 研 究と ア メ リ カ の 経 営 者に つ い て の 実 証 研 究に よ

り、日本の経営者内部昇進制が特徴的であり、その比率が高いことが確認できた。  

 

1．日本の経営者の出身属性について  

 実証研究結果より、日本の上場している株式会社において 1937 年以降に他の経営者属

性 に 比 し 顕 著 な 伸 びを 示 し て き た 内 部 昇進 経 営 者 の 比 率 が 現在 に お い て も 依 然 高い こ と

が確認できた。東京証券取引所市場第一部に上場している 1 ,832 社の代表者のうち、1 ,107

社の代表者が新卒入社し代表者となった者であり、その比率は 60%である。また、新卒入

社に中途入社を加えた場合、その比率は 70%である。  

 先行研究としてとりあげた川本 [2009]においては、その対象を取締役会メンバーのうち

常務層以上（常務から会長まで）としており、本研究においての対象は株式会社の代表者

（社長や CEO）としたために単純に比較することは出来ないが、あえて比較するならば内

部昇進経営者の比率は依然として高いといえるであろう。  

 続く、対象を時価総額上位 200 社とした実証研究の結果、新卒採用で内部昇進し代表者

となった者の比率は 80.5%であり、新卒採用に中途採用を加えた場合、その比率は 85%で

あることが確認できた。  

このように日本の上場している株式会社の代表者は、新卒採用、若しくは、学校卒業後、

比較的早い時期に中途入社し、そして内部昇進し経営者の地位に就いた者の比率が高いこ

とが確認できた。  

 

2．アメリカの経営者の出身属性について  

 実証研究結果により、アメリカの経営者の属性分布におい ては、日本の内部昇進のよう

に顕著なものは確認されず多様である。 比率が一番高いものは、役員として中途入社し、

その後 CEO の座に就いた者であり、その比率は 34.5%である。次いで二番目に比率の高い

ものは内部昇進者であり、22.5%を占める。これに三番目に比率が高く 16.0%である中途入

社社員を加えると、その比率は 38.5%となる。  

 一般にアメリカにおいては、高い報酬を求めて会社を渡り歩くワンダーフォーゲル型 と

いわれる経営者が多いと考えられるが、中途入社役員と外部招聘をワンダーフォーゲル型

ととらえると、その比率は合計で 40.5%であり、上記の内部昇進型の合計 38.5%と比較し

て、その差は 2%であり、大きな差が存在しないことが確認できた。このことからアメリカ

の CEO の属性は内部昇進型とワンダーフォーゲル型がバランスよく存在することが確認で

きた。  

 

3．日本とアメリカの経営者の出身属性比較  

企業は創業者が個人企業として創業し、その後、所有機能を持たない経営者である専門

経営者が雇い入れられ企業内部に階層的経営組織が形成される。そして、その後に所有者

企業か経営者企業のどちらかと変化していく。経営者の属性において、企業の発展段階を

考えると、創業者の比率の多寡は、その調査時点においての全産業に占める新しい産業の

割合に影響されるであろう。  

森川 [1996 ]の企業分類にならい、企業を経営者企業と所有者企業の大きく二つに分ける

と、日本においては経営者企業に分類した 176 社のうち 170 社、比率にして 96 .6%の企業

が内部昇進経営者によって経営されている。仮説設定した Ronald  Dore の言葉どおり、日

本において、経営者は、そのほとんどが社内から選ばれた内部昇進者であることが確認さ

れた。  

一方、アメリカにおいては、経営者企業に分類した 159 社のうち内部昇進型が 77 社で

48 .4%占め、ワンダーフォーゲル型が 82 社、 51 .6%という結果であった。  
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研究成果の概要 つ づ き  

実証研究に着手する以前は、直感的に内部昇進型が少なく、ワンダーフォーゲル型が

多いであろうと考えていたが、予想に反し、内部昇進型とワンフォーゲル型がそれぞれ

約半数ずつを占める結果となった。  

この日本とアメリカの結果についての差異の背景について二つの要因が考えられる。

その一つは、日本においては 1937 年以降、経営者内部昇進制を推し進めるいくつかの歴

史的な要因が存在したことである。それらは戦時期につくられたものであり、終戦後の

高度成長を支える要因ともなった。もう一つは、アメリカにおける経営者の外部労働市

場の発達である。    

以上  
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